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 （名称と所在地） 

第１条 本会は、「河内長野市人権協会」と称し、主た

る事務所を河内長野市原町一丁目１番地１号に置

く。 

 

 （目的） 

第２条 本会は、「河内長野市思いやりとぬくもりのあ

る人権尊重のまちづくり条例」に基づき、市民の人権

意識の確立と高揚を図り、すべての人の人権が尊重

される豊かな社会の実現を目指し、市民の誰もが自

らの選択により自立し、安心して暮らすことのでき

る人権のまちづくりに資することを目的とする。 

 

 （事業） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するために、河内長

野市及び財団法人大阪府人権協会等関係諸団体との

連携・協力のもとに次の事業を行う。 

 (1) 自立支援及び人権擁護についての相談に関する

こと。 

 (2) 人権・平和意識の普及高揚を図るための教育・啓

 （名称と所在地） 

第１条 本会は、「河内長野市人権協会」と称し、主た

る事務所を河内長野市原町一丁目１番１号に置く。 

 

 

 （目的） 

第２条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 （事業） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するために、河内長

野市及び一般財団法人大阪府人権協会等関係諸団体

との連携・協力のもとに次の事業を行う。 

 (1)～(5) （略） 

 

 

令和５年５月２４日

施行 

番地→番。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称変更。 
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発に関すること。 

 (3) 人権・平和意識の普及高揚を図るための人材育

成に関すること。 

 (4) 住民の交流及び協働の促進に関すること。 

 (5) その他本会の目的を達成するために必要なこ

と。 

 

 （構成） 

第４条 本会の会員は、本会の目的達成に協力、賛同す

る団体及び個人をもって組織する。 

 

 （役員等） 

第５条 本会に次の役員を置く。 

 (1) 会長１名 

 (2) 副会長若干名 

 (3) 書記１名 

 (4) 会計１名 

 (5) 専門部会の長 

 (6) 幹事若干名 

 (7) 会計監査２名 

 

 

 

 

 

 

 

 （構成） 

第４条 （略） 

 

 

 （役員等） 

第５条 （略） 

 (1) 会長 １名 

 (2) 副会長 若干名 

 (3) 書記 １名 

 (4) 会計 １名 

 (5) 専門部会の長 各１名 

 (6) 幹事 若干名 

 (7) 会計監査 ２名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

役職と人数の間にス

ペース。 

 

 

各 1 名を追加。 
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２ 本会に次の役員を置くことができる。 

 (1) 相談役若干名 

 

 （役員の選出及び任期） 

第６条 役員は、総会において選出する。 

２ 役員の任期は２年とする。ただし、再任は妨げな

い。 

３ 前項に規定する任期の期間中に役員に欠員が生じ

た場合は、役員会において役員の補充を行うことが

できる。ただし、補充された役員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

４ 第１項の規定にかかわらず、相談役は会長が指名

する。 

 

 （役員の任務） 

第７条 役員の任務は、次のとおりとする。 

 (1) 会長は、本会を代表し、会務を総括する。 

 (2) 副会長は、会長を補佐し、会長及びその他役員に

事故あるときは、その職務を代行するとともに、組

織の強化と幅広い活動を行うため「総括」「イベン

２ （略） 

 (1) 相談役 若干名 

 

 （役員の選出及び任期） 

第６条 （略） 

２～４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （役員の任務） 

第７条 （略） 

 (1) （略） 

 (2) 副会長は、会長を補佐し、会長及びその他役員に

事故あるときは、その職務を代行する。この場合に

おいて、会長の職務を代行する副会長は、会長があ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会長代行者の指名。 
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トⅠ」「イベントⅡ」「三専門部会」「企業人権」「広

報」の業務を分担する。ただし、専門部会の長及び

実行委員会の長を主導する立場ではない。 

 

 

 

 

 

 

 (3) 会計は、本会の会計事務を行う。 

 (4) 書記は、役員会・総会の議事及び本会の活動に関

する重要事項を記録し、通信連絡にあたる。 

 (5) 専門部会の長及び幹事は、主として事業等の企

画運営に参画する。 

 (6) 会計監査は、本会の会計を監査する。 

 (7) 相談役は、会長の求めにより必要に応じて役員

会に出席し、意見を述べることができる。 

 

 

 

らかじめ指名するものとする。 

 

 

 (3) 副会長は、協会の組織の強化と幅広い活動の促

進を図るため、第１２条第２項各号に定める各専

門部会及び第１３条第１項各号に定める各委員会

の業務を分担し、さらに地域関連業務を概ね各中

学校区で分担する。ただし、各専門部会の長及び各

委員会の委員長を主導する立場ではない。 

 (4) （略） 

 (5) （略） 

 

 (6) （略） 

 

 (7) （略） 

 (8) 相談役は、会長その他の役員の求めにより必要

に応じて役員会その他の機関等の会議に出席し、

意見を述べることができる。 

 

 

 

 

 

副会長の任務の表現

を修正するとともに、

中学校区ごとの分担

任務を追加。 

 

 

号ずれ。 

 

 

 

 

 

相談役の活動範囲を

拡大。 
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 （機関の設置） 

第８条 本会に次の機関を置く。 

 (1) 総会 

 (2) 役員会 

 (3) 専門部会 

 

 （総会） 

第９条 総会は、本会の最高議決機関で、全会員で構成

する。 

２ 総会は、毎年１回会長が招集する。ただし、会長が

必要と認めたときは、臨時に総会を招集することが

できる。 

３ 総会は、会員の過半数をもって成立し、その議事

は、出席会員の過半数をもって決する。ただし、可否

同数の場合は議長の決するところによる。 

 

 （総会に付議する事項） 

第１０条 総会の議決を要する事項は、次のとおりと

する。 

 (1) 規約の制定及び改廃 

 （機関の設置） 

第８条 （略） 

 (1)～(3) （略） 

 

 

 

 （総会） 

第９条 （略） 

２～３ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 （総会に付議する事項） 

第１０条 （略） 

 

 (1) （略） 
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 (2) 事業計画及び事業報告 

 (3) 予算及び決算 

 

 (4) その他重要な事項 

 

 （役員会） 

第１１条 役員会は、会長、副会長、書記、会計、専門

部会の長及び幹事若干名をもって構成する。 

２ 役員会は、会長がこれを招集し、会議を主宰する。 

３ 役員会は、会務の執行に関し、本会の運営に関する

諸事項を協議する。 

３の２ 役員会は、前項の運営のため、実行委員会及び

人権協会だより発行のための編集委員会を設置する

ことができる。また役員会の委員改選に際しては指

名委員会を設置することができる。 

４ 役員会は、必要に応じて相談役及び経験者等の意

見を聴くことができる。 

 

 

 

 (2) （略） 

 (3) （略） 

 (4) 役員の選出 

 (5) （略） 

 

 （役員会） 

第１１条 （略） 

 

２ （略） 

３ （略） 

 

（削る） 

 

 

 

４ （略） 

 

５ 役員会の議事は、出席役員の過半数をもって決す

る。ただし、可否同数の場合は議長の決するところに

よる。 

 

「役員の選出」を追

加。 

号ずれ 

 

 

 

 

 

 

 

第３の２項を削り、第

１３条を加えた。 

 

 

 

 

採決方法を規定。 
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 （専門部会） 

第１２条 本会に、第３条に定める事業を推進するた

め、専門部会を置く。 

２ 専門部会は、次のとおりとする。 

 (1) 相談部会 

 (2) 自立・支援部会 

 (3) 啓発部会 

 (4) その他人権課題に対応する部会 

３ 部会の長は、各部会の幹事より選出されて総会の

承認を得るものとする。ただし前項（４）号について

はこの限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （専門部会） 

第１２条 （略） 

 

２ （略） 

 (1)～(4) （略） 

 

 

 

３ 専門部会は、専門部会の長がこれを招集し、会議を

主宰する。 

 

４ 専門部会の議事は、出席専門部会員の過半数をも

って決する。ただし、可否同数の場合は議長の決する

ところによる。 

 

 （委員会） 

第１３条 役員会は、本会の運営のため、次の各号に定

める委員会（以下、「各委員会」という。）を設置する

ことができる。各委員会の担任する事務は当該各号

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専門部会長の選出を

他の役員と同様に総

会で選出へ。 

会議の招集者、主宰者

を規定。 

採決方法を規定。 

 

 

第１１条第３の２項

から移行、整理。 
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に定めるとおりとする。 

 (1) 実行委員会 個別の事業の企画立案、実施 

 (2) 編集委員会 人権協会だよりの編集 

 (3) 指名委員会 役員候補者の選出 

２ 各委員会に委員長及び委員を置く。 

３ 委員長は各委員会の委員の互選により選出する。 

４ 委員会は、各委員会の委員長（委員会設置後最初の

委員会においては、会長）がこれを招集し、会議を主

宰する。 

５ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決す

る。ただし、可否同数の場合は議長の決するところに

よる。 

 

 （会議の特例） 

第１４条 第９条第２項及び第１１条第２項、第１２

条第３項、第１３条第４項の会議（以下、「各会議」

という。）の招集者は、災害の発生、感染症のまん延

その他のやむを得ない事由により、対面による会議

の開催が困難又は不適当であると認める場合は、議

事の概要を記載した書面又は電磁的記録を各会議の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

書面開催を規定。 
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 （事務所） 

第１３条 本会の事務を処理するため事務局を設け、

事務局長、その他の必要な担当者を置くことができ

る。尚、事務局の体制については別に定める。 

 

 （会計年度） 

第１４条 本会の事業年度及び会計年度は毎年４月 1

日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 

 （経費） 

第１５条 本会の経費は、委託料、補助金、事業収入、

寄付金及びその他の収入をもってこれに充てる。 

 

 

構成員に配付又は回付した上で、賛否その他の意見

を聴くことで、各会議に代えることができる。 

２ 前項の規定により賛否又は意見を表明した構成員

については、会議に出席したものとみなすことがで

きる。 

 

 （事務局） 

第１５条 本会の事務を処理するため事務局を設け、

事務局長、その他の必要な担当者を置くことができ

る。なお、事務局の体制については別に定める。 

 

 （会計年度） 

第１６条 （略） 

 

 

 （経費） 

第１７条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下、条ずれ。 

 

ひらがなに。 
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 （旅費等） 

第１６条 本会の会員及び事務局職員が、研修会等に

参加した場合、旅費等を支給する。 

 

 （その他） 

第１７条 この規約に定めるもののほか、必要な事項

は、役員会に諮ってこれを定める。 

 

 （旅費等） 

第１８条 役員及び会員、事務局職員が、会務のために

出張した場合、旅費等を支給する。 

 

 （その他） 

第１９条 （略） 

 

会務のために出張し

た場合に支給。 


